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福岡都市圏流域における２００９年７月
豪雨による水害の特性と行政機関・
住民の対応

橋本晴行＊・齊藤美咲＊＊

Response of Local Governments and Inhabitants to the
Water-Related Disasters in the Fukuoka
Metropolitan Area in July, ２００９

Haruyuki HASHIMOTO ＊ and Misaki SAITO ＊ ＊

Abstract

 Heavy rainfall hit the northern part of Kyushu from July ２４ to ２６ in ２００９ . This 
heavy rainfall caused rapid increase in river water level and flooding at a number of 
places in the Fukuoka Metropolitan area. However, an appropriate response of local 
governments and inhabitants was difficult because of short-time heavy rainfall and 
flooding. The purpose of this study is to investigate the characteristics of the rainfall 
and flood, and the response of the local governments and the inhabitants during the 
２００９ flood event. The results obtained in this study are as follows:（１）Transmission 
of evacuation information from the local governments to the inhabitants was delayed 
compared with the beginning of the flood. （２）Most of the inhabitants could not receive 
information of evacuation from the local governments.（３）Decision of evacuation of 
inhabitants was based on inundation of houses or advices from the neighbors.
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１．はじめに
　２００９年７月２４日から２６日にかけて，総雨量が最
大 ６１８mmもの豪雨が福岡都市圏を中心に九州北
部を襲い，福岡県全体で，死者１０名，床上浸水 
１， ３１８棟，床下浸水４， １２６棟，崖くずれ１， ３４９件に
およぶ甚大な被害が発生した１-４）。特に福岡都市
圏においては，福岡市中心部では内水氾濫が，樋
井川，那珂川，宇美川，須恵川，多々良川では河
川氾濫が発生した。さらに，瑞梅寺川流域の前原
市（現，糸島市）では小規模な用水路が氾濫して
軽乗用車が流され運転中の女性が亡くなった。
多々良川上流域では土砂災害も発生し，住民２名
が亡くなった。大野城市では九州自動車道走行中
の乗用車が崩壊土砂に巻き込まれ２名亡くなっ
た。
　当時，福岡都市圏では２００３年７月豪雨により氾
濫した御笠川，宇美川の改修が完了したばかりで
あった。２００３年７月豪雨に匹敵するほどの激しい
豪雨であったにもかかわらず，宇美川はわずかな
氾濫で済み，御笠川は氾濫するまでには至らな
かった。
　一方，この災害の３日程前，山口県では山口市
や防府市において水害・土石流災害が発生し多数
の人命が失われた。気象庁は，これらの災害を引
き起こした豪雨を「平成２１年７月中国・九州北部
豪雨」と命名した。
　山口県の災害については，山本ら５， ６） をはじめと
していくつかの調査研究がおこなわれているが ７， ８），
九州北部，特に，福岡都市圏の水害については，
断片的な調査があるに過ぎない９）。
　著者らは，災害直後より，福岡都市圏の水害に
ついて，その豪雨や河川水位の特性を調べるとと
もに１０， １１），被災地を訪問し，住民に避難行動など
について聞き取り調査を行ってきた１２）。さらに
は，市町村などの行政機関に災害時の対応につい
てアンケート調査も実施してきた１３）。本研究は，
その災害時の雨量・水位の特性を詳細に明らかに
するとともに，災害時における行政機関の対応お
よび被災住民の避難行動・意識について調査・検
討したものである。

２．２００９年７月２４～２６日の降雨の特性と
被害の概要

２．１　降雨の特性
　図１は，福岡都市圏の主要河川流域（福岡都市
圏流域と総称する）及び飯塚市における７月２４か
ら２６日までの３日間の総雨量を観測点ごとに示し
たものである１４-１６）。福岡都市圏流域のほぼ全域に
おいて，わずか３日間で５００mm前後の総雨量と
なった。さらに，那珂川，御笠川，多々良川の上
流域および飯塚市では総雨量５５０mm以上を記録
した。福岡の年平均雨量は１， ６１２mmであり１７），
その約１ / ３がわずか３日間で降ったことになる。
参考までに，福岡都市圏流域を構成する，福岡市
周辺の市町と福岡市内の行政区を図２ （a）に示
す。また，福岡都市圏流域における主な河川の水
位観測点の位置を図２ （b）に示す。
　図３は，　７月２４日から２６日までの降雨の時間変
化の一例として多々良川上流域における気象庁篠
栗観測点の観測雨量を示している。合わせて，主
な被害の時系列を同図下部に示している。災害を
引き起こした降雨シナリオは，主として，２４日１７
時頃から２５日午前にかけての豪雨と２６日午前の，
二つの豪雨から構成されている。図４，５は２４～
２５日および２６日における各観測点の最大時間雨量
を示す。
　まず気象庁は，　７月２４日１７時０９分，福岡地方に
大雨洪水警報を発表した。次に，１７時１０分には福
岡市に対して土砂災害警戒情報を発表した。その
後１７時２０分頃から豪雨が発生した。福岡都市圏流
域のほとんどの観測点および飯塚市において，連
続雨量は２００mmを超えた。中でも，御笠川，宇
美川，多々良川流域および飯塚市では３００mm以
上となった。
　２４日～２５日の最大時間雨量は，瑞梅寺川，樋井
川，御笠川，多々良川の各流域および飯塚市の各
観測点において９０mm/hを越えた。ほとんどの観
測点で２４日１８時から１９時の間に最大時間雨量を示
した。一方，飯塚市では１９時から２０時の間で最大
時間雨量９８mm/hを記録した。
　２５日は小康状態が続いたが，２６日未明（４時頃）
から再び豪雨が発生した。特に，那珂川上流域に
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おいて連続雨量が最大で３０３mm，１０時～１１時の
間で最大時間雨量７７mm/h，御笠川の上流域で連
続雨量が最大で２６９mm，　９時～１０時の間で最大時
間雨量６５mm/hをそれぞれ記録した。

　災害を引き起こした降雨の特性を表すものとし
て，連続降雨における最大時間雨量とその連続雨
量の二つの指標を取り上げ，今回の豪雨について
プロットしたものが図６である１１）。ここに，今回
の豪雨については飯塚，博多，篠栗観測点の雨量
を用いた。また，比較のため，従来の主な豪雨災
害について災害時の雨量も合わせて示した。２４日
から２６日までの３日間雨量について見ると，２０００
年東海豪雨（名古屋観測点）に匹敵することが分
かる。一方，２４日～２５日の雨量，２６日の雨量をそ
れぞれ個別に見ると，２００３年７月福岡豪雨（太宰
府観測点），１９９３年８月鹿児島豪雨（郡山町観測
点）に匹敵することが分かる。また，１９９９年６月
福岡豪雨や２００９年７月山口豪雨，同年８月兵庫県
佐用町の豪雨よりは規模が大きいことも分かる。
今回の豪雨では，無降雨が２５日８時（あるいは９
時）から４時間～１１時間継続しており，このこと
が被害を増大させなかったとも見ることができ
る。

２．２　被害の概要
　以上のような豪雨の結果，水害，土砂災害が，
福岡都市圏流域及び飯塚市を中心に全県的に発生
した。比較的小規模な内水・河川氾濫，斜面崩壊
が多数発生した。福岡都市圏流域における主な被
害の概要を図３の下部および表１に示す２）。個々
の災害は比較的小規模であったが，被災箇所は広
範囲に及び数多く発生した。しかしながら，降雨
量の割には小規模な被害で済んだ。
　まず，２４日１７時過ぎから急激に降り始めた強い
豪雨により，瑞梅寺川流域の西に位置する前原市
（現，糸島市）において１８時頃小規模な用水路が氾
濫して通行中の軽乗用車が流され運転中の女性が
亡くなった。
　次に，福岡市では，２４日１８時～２０時頃，中央区
今泉などで内水氾濫が，また１９時半～２１時頃，中
央区鳥飼，草香江，城南区田島などでは樋井川か
らの氾濫が，さらに東区多々良，多ノ津では多々
良川，須恵川からの氾濫がそれぞれ発生した。樋
井川流域では内水氾濫と河川氾濫の混在したもの
であった。この樋井川の氾濫範囲は，災害直前の
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図１　福岡都市圏流域及び飯塚市における７月２４ 
日～２６日までの総雨量（破線は各河川の流
域界を示す）

図２ （a） 福岡都市圏流域を構成する各市町の境
界（破線）と福岡市内の区域（細い破
線）（実線は図１の河川を示している）

図２ （b） 福岡都市圏流域における各河川の主な
水位観測点の位置
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図３　７月２４日～２６日における被災地の降雨と福岡都市圏流域における主な被害の経緯
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５月に市役所から住民に配布された洪水ハザード
マップに記載の浸水想定図を大きく越えたもので
あった。
　さらに，多々良川上流の篠栗町山手公民館付近
では，１８時～２０時にかけて支流から流れ込んでき
た流木が数か所の橋梁を閉塞するなどして氾濫が
発生した。この地域の一の滝地区では，２５日未明
に斜面崩壊が発生し一戸の住宅が巻き込まれて親
子二人が亡くなった。国道からこの地区に至る町
道も斜面崩壊により通行不能に陥り一時的に孤立
状態となり救助が難航した。
　２６日になると，那珂川流域において，未明から
の豪雨により１０時頃から那珂川町で河川氾濫が発
生し，１０時半頃には役場が浸水する事態となっ
た。さらに，１１時１０分頃，御笠川流域の大野城市
では九州自動車道走行中の乗用車が崩壊土砂に巻
き込まれ２名が亡くなった。
　以上の主な水害被災地における浸水状況を知る
ため，各地の浸水深の最大値と浸水時間をプロッ
トした結果が図７である。同図には，比較のた
め，１９９９年と２００３年福岡水害１８， １９），２００５年台風１４
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図５　福岡都市圏流域及び飯塚市における７月
２６日の最大時間雨量

図６　連続雨量Rと最大時間雨量rとの関係１１）
 （無降雨が１時間の場合は連続雨量と定義し，　２時間以上の場合は不連続雨量とする）

図４　福岡都市圏流域及び飯塚市における７月
２４日～２５日までの最大時間雨量
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号災害（宮崎水害）２０），２００６年鹿児島県北部豪雨災
害２１）における調査結果も合わせて示している。こ
の図は，同一水害における地域間の浸水状況の比
較や，異なった水害間の比較を可能とし，大まか
な被害の大小を簡便に知ることができる２０， ２１）。
　図７において，まず，今回（２００９年）の水害に
ついて見ると，河川が氾濫した那珂川町で浸水深
が最大で１．４ mとなり，浸水時間は最大で５時間
となった。一方，内水氾濫が発生した福岡市中央
区今泉地区では最大浸水深が０． ５５m，最大浸水時
間が４時間程度であった。今回の浸水被害の中で
那珂川町の被害が比較的大きかったことが推測さ
れる。１９９９年および２００３年福岡水害と比較する
と，今回の水害は比較的軽微であった。降雨量の
割には，個々の災害は小規模で，比較的少ない被
害で済んだことが伺える。一方，２００５年９月の宮

崎水害の場合，浸水時間２０時間～４５時間，浸水深
が１．５ m～５．５ mであった２０）。また，２００６年７月
鹿児島県北部豪雨災害の場合，浸水時間１０時間～
２４時間，浸水深が０．３ m～２ mであった２１）。

３．２００９年７月２４～２６日の降雨－流出の
関係

　図８，９は降雨－流出（水位）の関係図１４-１６） と，
それに対応した避難勧告対象者数の推移を２， ２２），
２４日と２６日の両豪雨について表したものである。
ここに，水位は那珂川下日佐（しもおさ）観測所
（図２ （b））の記録を１例として示した。
　まず２４日の豪雨（図８ （a），（b））について見る
と，１７時０９分に福岡地方に対して大雨洪水警報，
１７時１０分に福岡市に対して土砂災害警戒情報の発
表がそれぞれあったが，直後には強い雨が降りは
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福岡地方に対して大雨洪水警報発表１７時０９分２４日
福岡市に対して土砂災害警戒情報発表１７時１０分２４日
前原市（現・糸島市）（瑞梅寺川流域の西側）にて軽自動車が道路上
の氾濫流に流され，用水路に転落して女性１名死亡水害１８時頃２４日

福岡市中央区今泉地区，福岡空港など多くの地点にて内水氾濫水害１８時～２０時２４日
篠栗町山手公民館付近にて流木により橋梁の閉塞水害１８時～２０時２４日
篠栗町にて篠栗小学校校区の全世帯に対して避難勧告発令１９時３０分２４日
樋井川，宇美川，須恵川，多々良川の各所で河川氾濫水害１９時半～２１時２４日
篠栗町・志免町・那珂川町などに対して土砂災害警戒情報発表１９時５０分２４日
粕屋町にて全世帯に避難勧告発令２０時００分２４日
志免町にて宇美川流域全世帯に避難指示発令２０時３０分２４日
飯塚市において，側溝に流された男性１名が水死水害２１時頃２４日
篠栗町（多々良川上流域）にて崩壊により家屋が全壊し女性２名死亡土砂災害１時～２時２５日
福岡地方に対して大雨警報発表６時３５分２６日
篠栗町山手公民館付近にて氾濫水害８時～９時２６日
福岡市・大野城市・那珂川町に対して土砂災害警戒情報発表８時５５分２６日
福岡地方に対して大雨洪水警報発表９時４０分２６日
篠栗町・太宰府市などに対して土砂災害警戒情報発表１０時０５分２６日
那珂川町役場（那珂川流域）浸水水害１０時３０分頃２６日
粕屋町にて多々良川・須恵川流域全世帯に避難勧告発令１０時３０分２６日
志免町にて全世帯に避難勧告発令１０時５０分２６日
大野城市（御笠川流域）にて高速道路走行中の乗用車が崩壊土砂に
巻き込まれ男女２名死亡土砂災害１１時１０分頃２６日

那珂川町にて全世帯に避難勧告発令１１時３０分２６日
宇美川にて河岸侵食により家屋流出水害１２時２０分頃２６日

表１　福岡都市圏流域における主な被害状況と各市町における主な避難指示・勧告発令状況
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図７　被災地の代表的な地点におけるピーク浸水深hpと浸水時間Tとの関係

図８ （b）   ７月２４日の福岡都市圏流域における
 避難勧告・指示対象者数の推移

図９ （a）  ７月２６日の降雨・水位の時間変化
　　　 （水位観測点：那珂川は下日佐橋，樋井

川は田島橋，宇美川は片峰新橋，多々
良川は雨水橋である）

図９ （b） ７月２６日の福岡都市圏流域における
 避難勧告対象者数の推移

図８ （a）  ７月２４日の降雨・水位の時間変化
 （水位観測点：那珂川は下日佐橋，樋井

川は田島橋，宇美川は片峰新橋，多々
良川は雨水橋である）
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じめ，１８時から１９時にかけて最大時間雨量を示し
た。
　これに対応して，例えば那珂川（下日佐観測所）
の観測水位は，１７時３０分H＝８． ３４mから上昇を
開始し，１８時３０分氾濫注意水位（１０．６ m），１９時００
分氾濫危険水位（１１．１ m）をそれぞれ突破し，１９
時５０分ピーク水位H＝１２． １１mに達した。１８時００
分から１９時００分の１時間に１． ８８mの上昇速度を
示した。
　同様に，福岡都市圏の主要河川の他のほとんど
の観測所でも１８時４０分から１９時５０分の間で氾濫危
険水位を越え，１９時４０分から２０時５０分の間にピー
ク水位に達した。さらに，樋井川，宇美川，須恵
川，多々良川が，その時間の前後に氾濫した。
　大雨洪水警報の発表からピーク水位までの時間
は，樋井川で２時間２１分，宇美川３時間１分，須
恵川，多々良川で３時間３１分しか余裕がなかっ
た。樋井川，宇美川，多々良川では，氾濫注意水
位から氾濫危険水位までは，それぞれ１７，３７，１１
分，一方，氾濫危険水位突破からピーク水位まで
の時間は，早い観測所（樋井川）でわずか５０分，
遅い観測所（多々良川）でも１時間１０分しかなかっ
た。これらの経過を，樋井川について示したもの

が図１０である。
　このような状況を受けて，福岡都市圏流域では
福岡市城南区・中央区（樋井川流域），篠栗町（多々
良川流域），粕屋町（須恵川流域，多々良川流域），
志免町（宇美川流域）において避難勧告・指示の
発表が行われた（表１，図８ （b）） ２， ２２）。１９時１８分か
ら２０時３０分の間に避難勧告・指示の発令が集中し，
対象者数は全体で約８２， ０００人にも達した。中でも
粕屋町では２０時に全世帯に避難勧告が発令され，
志免町では２０時半に宇美川流域全世帯に避難指示
が発令された。図８ （a）と比較すると，避難勧告
の発令が河川水位のピーク付近に集中しているこ
とが分かる。発令時刻は，水位のピーク時刻に比
べて，早い所（福岡市城南区，篠栗町，粕屋町）
で２０～４０分前，遅い所では，志免町（宇美川流域）
でピーク時刻から２０分後，福岡市中央区（樋井川
流域）で４５分後であった。氾濫危険水位突破時刻
と比べると，早い所で３０分後，遅い所で１時間４５
分後であった。
　次に，　７月２６日の豪雨（図９ （a），（b））につい
て見る。２６日未明からの豪雨により，気象庁は，
６時３５分に福岡地方に対して大雨警報，　８時５５分
に福岡市，大野城市，那珂川町に対して土砂災害
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図１０　７月２４日樋井川における気象警報発表から氾濫までの時間的な経緯
（水位観測地点：樋井川田島橋，降雨観測地点：柏原桧原運動公園）
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警戒情報，　９時４０分に福岡地方に対して大雨洪水
警報をそれぞれ発表した。実際，那珂川中流域で
９時から１０時に最大時間雨量５９mm/h，上流域で
１０時から１１時に最大時間雨量７７mm/hの豪雨を記
録した。
　これに対応して，那珂川（下日佐観測所）の観
測水位は，　５時頃から上昇を開始し，　８時２０分氾
濫注意水位（１０．６ m），　８時３０分氾濫危険水位
（１１．１ m）をそれぞれ突破し，１０時５０分ピーク水位
H＝１３． ０８mに達した。７時４０分から８時４０分の
１時間に１． ４８mの上昇速度を示した。
　同じく，福岡都市圏流域の主要河川の他の多く
の観測所で８時３０分から１１時００分の間で氾濫危険
水位を越え，１０時４０分から１１時４０分の間に随時
ピーク水位を迎えた。
　その結果，那珂川町（那珂川流域）では，那珂
川から氾濫が発生し，１０時半頃から役場が浸水し
た。さらに下流の都市部（福岡市南区）でも氾濫
の危機的状況に陥った。洪水警報の発表から那珂
川（下日佐観測所）のピーク水位までの時間はわ
ずか１時間１０分，氾濫危険水位突破からピーク水
位までは２時間２０分しか余裕がなかった。
　このような状況に対応して，福岡市（樋井川，那
珂川流域），那珂川町（那珂川流域），篠栗町（多々
良川流域），粕屋町（多々良川，須恵川流域），志免
町（宇美川流域）において９時から１１時３０分までの
間に避難勧告の発令が行われた（表１）。その対象
者数は全体で約１５４， ０００人にも及んだ。その内，
那珂川流域の対象者が６０％を占めた。
　まず，福岡市内については，　９時００分から９時
４０分の間に，前前日の２４日に氾濫した樋井川流域
内（城南区，中央区）の地区に避難勧告がいち早
く発令された。那珂川流域への避難勧告発令は，
それから約１時間後の１０時３０分から１１時００分の間
に行われた。次に，福岡市外の都市圏流域におい
ては，１０時３０分に粕屋町の多々良川と須恵川の流
域全世帯に対して避難勧告が発令された。さら
に，１０時５０分に志免町（宇美川流域），１１時半には
那珂川町（那珂川流域）でそれぞれ町内の全世帯
に避難勧告が発令された。図９ （a）と比較する
と，避難勧告の発令が河川水位のピーク付近に集

中していることが分かる。発令時刻は，ピーク時
刻に比べて，早い所（樋井川流域の福岡市城南区，
中央区）で１時間４０分前，一方，遅い所では，那
珂川流域の福岡市南区でピーク時刻の１０分前，博
多区でピーク時刻の１０分後，那珂川町でピーク時
刻の４０分後であった。危険水位突破時刻と比べる
と，早い所で１時間２０分前，遅い所では，　３時間
後であった。
　さて，既に述べたように，水位の上昇速度が災
害対応のための時間的な余裕を示すひとつの指標
とも考えられる。そこで，　７月２４日午後，２６日午
前の増水期における水位上昇速度を各河川の観測
点毎に求めた結果が図１１である。また，水位観測
点の位置は既に図２ （b）に示されている。同図に
は，１９９９，２００３年福岡水害時の上昇速度も比較の
ため示している。ここに，水位上昇速度は高水時
における任意時刻から１時間後の水位上昇量の最
大値として定義している。
　同図において，２４日の水位上昇を見ると，河川氾
濫が発生した樋井川，宇美川，多々良川の各観測所
において１．９ m/hour以上となった。一方，２６日午前
の水位については，河川氾濫が発生した那珂川の観
測所が最も早い水位上昇を示し，１． ４８m/hourと
なった。２４日午後の災害対応は，２６日午前のそれ
に比べて時間的余裕が少なかったことが分かる。
一方，１９９９・２００３年御笠川および２００３年宇美川の
氾濫では水位上昇速度は２ m/hour以上を示し，
より急激であったことも分かる。

４．行政機関の対応
　２００９年７月２４日から２６日の豪雨時における行政
機関の対応を調べるため，福岡県内において豪雨
のあった自治体に対して複数選択・記述方式によ
るアンケート調査を実施した。２０１０年２月に５３の
市町に電子メールにより調査用紙を送付し，　２月
から３月の間に，福岡都市圏流域（１２市町）を含
めて４１の市町から電子メールにより回答があっ
た。回収率は７７％であった。ここでは，福岡都市
圏流域（１２市町）を中心に報告することとする。
　まず被害状況について尋ねた。福岡都市圏流域
（１２市町）においては，８３％の市町で内水氾濫，

１０１
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６７％の市町で土砂崩れ，３３％の市町において河川
氾濫の被害が発生したと回答している。県全体に
おいては，回答のあった４１市町のうち，６６％の市
町で内水氾濫，６１％の市町で土砂崩れ，２９％の市
町で河川氾濫が発生した。
　２００９年７月２４日から２６日の豪雨に際して，福岡
都市圏流域（１２市町）では，全ての市町で災害対
策本部が設置された。そのような組織的対応につ

いては，１２市町の内６７％の市町が大雨洪水警報の
発表をきっかけとして実施している。一部の市町
では，河川の氾濫危険水位突破や地域からの被害
情報をきっかけとしたところもあった。
　図１２は，各市町が豪雨時に行った被害状況の確
認方法を示している。ここに，N：回答した自治
体数，Nt：回答総数である。福岡都市圏流域１２市
町の内８３％の市町が住民から被害の連絡を受け，

１０２ 

図１１　各河川の水位の観測値から評価された水位上昇速度の最大値

図１２　福岡都市圏流域における被害状況把握の方法　
　（N＝回答した自治体数＝１２，Nt＝回答総数＝４５）

Q． ７月２４日～２６日に，被害状況の把握のため，どのような事をされましたか？
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９２％の市町が確認のため職員を現地に派遣した。
さらに，８３％の市町が現地の自治会長にも確認を
取っている。
　以上のような状況の中，住民に対して，福岡都
市圏流域１２市町の内６７％の市町が避難勧告を，
３３％の市町が避難指示を発令し，４２％の市町が自
主避難を呼びかけた。一方，県全体では，回答の
あった４１市町の内２２％の市町が避難指示を，４４％
の市町が避難勧告を，３９％の市町が自主避難を呼
び掛けた。
　避難勧告・指示の発令を実施した福岡都市圏流
域の８市町に対して，その判断の根拠について尋
ねた（図１３ （a））。また，比較のため，避難勧告・
指示の発令を実施した県内１９市町についても示し

た（図１３ （b））。多くの市町が，河川水位の氾濫危
険水位突破を判断基準のひとつとしていた。ま
た，土砂崩れあるいは浸水の確認がそれらの発令
のきっかけとなった市町もあった。さらに，その
他として，「河川の洗堀による溢水の恐れ」，「消防
団の警戒巡視による情報」，「倒木によるせき止め
湖の発生・決壊の恐れ」などが挙げられた。しか
しながら，例えば，　７月２４日の樋井川では，氾濫
危険水位突破からピーク水位あるいは氾濫までわ
ずか約５０分の余裕しかなかった（図１０）。結果的
に，災害現象の確認後の避難勧告発令あるいは避
難の遅れへとつながった。すなわち，福岡都市圏
流域では，２４日１９時過ぎから２０時半の災害発生中
に，避難勧告・指示の発令が集中することとなっ

１０３

図１３　避難勧告等発令のタイミング

Q． ７月２４日～２６日の豪雨に際しては，どのようなタイミングあるいは
　  判断のもとに避難勧告・指示の発令を出しましたか？

（a）福岡都市圏流域（N＝８，Nt＝１８）

（b）福岡県（N＝１９，Nt＝３４）
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た（図８ （b））。
　避難勧告等発令対象となる区域には，土砂崩れ
や氾濫の危険性のある地区および，既に土砂崩れ
が発生していた地区が主に設定された（図１４）。し
かしながら，福岡都市圏流域の粕屋町（多々良川・
須恵川流域，２４日２０時），志免町（宇美川流域，２６
日１０時５０分），那珂川町（那珂川流域，２６日１１時
半）の３町はそれぞれ町内の全世帯を避難勧告発
令の対象とした（表１）。また，篠栗町（２４日１９時
３０分）は篠栗小学校校区全世帯，志免町（２４日２０

時３０分）は宇美川流域全世帯，粕屋町（２６日１０時
３０分）は多々良川・須恵川流域全世帯に対して避
難指示・勧告を発令した（表１）。対象区域を短時
間の内に適正に決定することの困難性が現れてい
る。また，河川氾濫が発生した地域で避難勧告発
令区域の対象から漏れた所もあった（５章）。
　図１５は各市町から住民への避難勧告等の伝達方
法を示したものである。避難勧告・指示等の伝達
手段は，消防団員，自治会長，組長など地域コ
ミュニティを介したもの，広報車，屋外スピー
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図１４　福岡都市圏流域における避難区域の設定（N＝８，Nt＝１６）

Q．避難すべき区域の設定はどのように決めましたか？

図１５　福岡都市圏流域における避難勧告等の住民への伝達方法（N＝８，Nt＝３１）

Q．避難準備情報，避難勧告，避難指示の住民への伝達はどのような方法で
　   実施しましたか？
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カー，屋外設置サイレンなど外部音声を使用した
もの，ホームページ，報道機関を使用したものな
ど複数の方法が使用された。しかしながら，後述
の住民へのヒアリング調査結果（５章）を見ると，
調査対象の多くの住民にはそれらの情報が届いて
いなかった。あるいは認識されていなかった。
　災害時には住民から災害発生の通報や救助の要
請など大量の情報・連絡が入ってくると報告され
ている２３）。そこで，災害時の応急対応として住民
からどのような要望があったかを尋ねた（図１６）。
福岡都市圏流域（１２市町）では，全ての市町にお
いて土のうの要望が，次に６７％の市町において
「氾濫を防いでほしい」旨の要望が住民からあっ
た。
　７月２４日の豪雨は金曜日の夕方，２６日の豪雨は
日曜日の午前に発生した。図１７ （a），（b）は豪雨
や災害の発生日時と災害対応の関係について質問
した結果である。比較のため，県全体の回答結果
も示している。福岡都市圏流域では，１２市町の内
５０％の市町が「②２４日の豪雨は夕方の帰宅ラッ
シュに遭遇したため，交通渋滞が多く発生し，災
害対応にむつかしさがあった。」と回答し，次に，
４２％の市町が「④２６日の豪雨時は，２４日の経験が
教訓となったので，災害対応は比較的容易であっ
た。」と回答した。一方，県全体で回答のあった４１
市町の内，４０％の市町が，「①２４日の豪雨は平日の
通常の勤務時間に発生したので，災害対応は比較
的容易であった。」，「④２６日の豪雨時は，２４日の経

験が教訓となったので，災害対応は比較的容易で
あった。」と回答した。
　各市町が平常時に実施している豪雨災害対策に
ついて尋ねた。各自治体は，（１）土のう・止水板
の準備，（２）自主防災組織結成の推進，（３）防
災訓練等の開催，（４）ハザードマップの作成・配
布，（５）情報伝達の整備の５本柱を施策として実
施している。ハザードマップ及びそれに類するも
のの作成状況は，福岡都市圏流域では，１２市町の
内６７％の市町が作成済みで，５８％の市町が全戸配
布していた。
　しかしながら，災害直後の住民へのヒアリング
調査結果（５章）では，豪雨時のハザードマップ
の利用率は０％，その認識率は１７％と低い値で
あった。今回の豪雨時にほとんど活用されていな
いことが明らかとなった。施策として，ハザード
マップの配布のみでなく，その意義や利用法の周
知も合わせて徹底することが必要である。
　最後に，各市町の自然災害対策担当の職員数及
び担当年数を尋ねた。担当の職員数は，政令指定
都市を除くと，　１～３名が最も多かった。また，
その担当期間は，　４年が最も多く，次いで２年，
５年であった。
　このように，平常時は，担当職員数１～３名，
担当年数２～５年という状況の下，短時間の内に
種々の災害対応を求められている市町が大半で
あった。豪雨災害に対応するためには，担当期間
や担当職員数の増大を図るか，もしくは他の部

１０５

図１６　福岡都市圏流域における住民から各市町への災害時の緊急要望（N＝１２，Nt＝３２）

Q． ７月２４日～２６日に，緊急の対応として住民からどのような要望がありましたか？
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局，他の防災関係機関などとの連携を取りながら
災害対応の実施に臨むことも必要である。

５．被災地域の住民の対応
　福岡都市圏流域及び飯塚市において浸水被害に
あった地域を対象として，２００９年７月２９日から１２
月２４日にかけて戸別訪問し聞き取り調査を行っ
た。調査対象者数はN＝３３件であった。対象地域
を表２に示す。

　図１８は調査対象住民の被害程度を浸水の原因別
に示したものである。対象住民（３３件）の５８％が床
上浸水，４２％が床下浸水の被災者であった。浸水
の原因を河川氾濫，内水氾濫，および河川氾濫と
内水氾濫の複合型氾濫（河川氾濫＋内水氾濫）の３
種類に区別したところ，河川氾濫あるいは複合氾
濫に起因した被害が大部分であった。また，複合
型氾濫による被害は全て床上浸水となっていた。
　調査対象者の被災した家財を尋ねると，対象住
民の３９％は何らかの家財に被害があり，６１％は被
害が無かったと回答した。被災家財は，車，家
具，畳，電気機器等様々であった。

１０６ 

２００９年７月２９日から１２月２４日まで調査期間

福岡市（福岡市城南区鳥飼・田島，福岡
市中央区草香江，福岡市東区多々良・多
ノ津）
前原市，那珂川町，篠栗町および飯塚市
の被災住民

調査対象

３３件調査件数

図１８　回答者の被害の程度と浸水の原因（N＝３３）

表２　住民への聞き取り調査の条件

Q．７ 月２４日の豪雨は金曜日の夕方，２６日の豪雨は
日曜日の午前に発生しました。豪雨の発生日時，
あるいは災害の発生日時と災害対応についてお
尋ねします。

① ２４日の豪雨は平日の通常の勤務時間に発生した
ので，災害対応は比較的容易であった。

② ２４日の豪雨は夕方の帰宅ラッシュに遭遇したた
め，交通渋滞が多く発生し，災害対応にむつか
しさがあった。

③ ２６日の豪雨は日曜日の午前の昼近くに発生した
ので，災害対応は比較的容易であった。

④ ２６日の豪雨時は，２４日の経験が教訓となったの
で，災害対応は比較的容易であった。

⑤ 土砂災害が豪雨時から遅れて未明に発生したの
で，災害対応にむつかしさがあった。

⑥ その他

図１７　豪雨時の災害対応について
　　　（N＝回答した自治体数，Nt＝回答総数）

（b）福岡県（N＝４１，Nt＝６６）

（a）福岡都市圏流域（N＝１２，Nt＝２２）
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　図１９は，調査対象住民の居住地区に市町村から
避難勧告発令があったどうか調べたものである。
　ここに，各地域の避難勧告発令時刻を災害発生
時刻と比較することで，発令が，災害の事前・事
後，災害進行中のいずれに入るかを判断した。災
害前・後の定義は以下のようである。

a．災害前：自宅・店舗等の前の道路及び建物が
浸水しはじめる前と定義する。

b．災害発生中：自宅・店舗等の前の道路及び建
物が浸水している時間と定義する。

c．災害後：自宅・店舗等の前の道路および建物
の水が引き，浸水が終了した後と定義する。

　まず，図１９ （a）から，調査対象住民（N＝３３）
の中で，事前・事後を問わず，避難勧告発令の
あった地域に居住の住民は５２％，避難勧告発令が
なかった地域に居住の住民は４８％であったことが

分かる。しかしながら，災害前にも後にも，避難
勧告発令があった地域はなかった。避難勧告発令
があった地域に居住する調査対象住民の中で，全
ての住民が浸水の進行中に避難勧告を発令されて
いた。避難勧告発令がなかった地域の調査対象住
民も浸水被害を受け，その大部分は床上浸水被害
であった。
　次に，避難勧告発令のあった地域，なかった地
域それぞれについて浸水の原因を調べると（図１９
（b）），内水氾濫，河川氾濫，および河川氾濫と
内水氾濫の複合型氾濫（河川氾濫＋内水氾濫）が
ほぼ同じ割合になったが，後者の地域において複
合氾濫被害の住民が若干多かった。
　さらに，被災地域に居住する住民に対して実際
に避難の呼びかけを聞いたかどうか尋ねた（図１９
（c））。避難勧告対象地区に居住の住民（５２％）に
ついては，実際に避難の呼びかけを聞いたと回答
した住民はほぼ半数の２７％であった。従って，残
りの住民（２５％）は呼びかけを聞いておらず，避
難の連絡が届いていなかった。屋外放送によって
避難の呼びかけがあったようだが，雨音で聞こえ
なかったという住民も数名いた。
　しかしながら，避難の呼びかけを聞いても，そ
の時は既に遅く，水害の進行中であった。
　図２０ （a），（b）は，避難の呼びかけがどのよう
な状況においてなされたかを調べた結果である。
被害程度別に見てみると（図２０ （a）），呼びかけを
聞かなかった住民（７０％）の被害状況の内訳は，
５２％が床上浸水，１８％が床下浸水であった。浸水
の原因別で見ても（図２０ （b）），複合型氾濫の被災
者全員が避難の呼びかけを聞いていなかった。
　避難の呼び掛けを聞いたと回答した住民（３０％，
N＝１０）に対し，その伝達方法を尋ねたところ，
電話が最も多くて４５％，ついで訪問が２７％，テレ
ビ・ラジオが１８％，屋外放送が１０％であった。避
難の呼びかけを聞かなかったと回答した住民の中
で，屋外放送があったようだが雨音で聞こえな
かった住民も複数いた。
　また，避難の呼びかけをだれから受けたかを尋
ねた。区長・町内会長からの呼びかけが３３％，次
いで隣近所からが２２％であった。

１０７

　 （a）避難勧告発令状況と被害の程度

　 （b）避難勧告発令と浸水の原因との関係

（c）避難勧告発令と避難の呼びかけとの関係

図１９　調査地域の避難勧告発令状況（N＝３３）
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　図２１ （a），（b），（c）は，住民が実際に避難した
かどうか尋ねた結果である。実際に避難した住民
は２１％，避難しなかった住民は７３％であった。ま
ず，避難行動を被災程度の観点から見ると（図２１
（a）），避難した人では，床上浸水被害を受けた
住民が６％，床下浸水被害を受けた住民が１５％で
あった。一方，避難しなかった人では，床上浸水
被害を受けた住民が５２％，床下浸水被害が２１％で
あった。
　次に，回答者が避難勧告対象地区内だったかど
うかの観点から見ると（図２１ （b）），避難した人は
全て避難勧告対象地区の住民であった。一方，避
難しなかった人は，避難勧告対象地区の住民が
２５％，対象地区外の住民が４８％であった。
　図１９ （c）で述べたように，避難勧告対象地区に
居住していても，避難の呼びかけを聞かなかった
住民がいた。そこで，避難の呼びかけを聞いたか
どうかの観点から避難行動を見ると（図２１ （c）），
避難した人（２１％）の内訳は，呼びかけを聞いた
人が１５％，聞かなかった人が６％であった。一
方，避難しなかった人（７３％）の内訳は，呼びか
けを聞いた人が９％，聞かなかった人が６４％で
あった。
　浸水被害が床上であったにもかかわらず，避難

しなかった住民が多かった。これは，避難の呼び
かけを聞かなかったことも一因であると考えられ
る。
　図２２ （a），（b）は，被災住民に，避難行動決断
の理由あるいは決断しなかった理由をそれぞれ尋
ねた結果である。まず，実際に避難した住民（N
＝７）に避難行動を決断した理由を尋ねた（複数
回答）（図２２（a））。同図において，N：回答者数，
Nt：回答総数である。隣近所，区長，消防団，消
防署からの呼びかけにより避難を決断した住民が
最も多く８５％，家屋や道路の浸水など危険が差し
迫ったために避難した住民は４３％であった。
　一方，避難しなかった住民（N＝２４）に，その
理由を尋ねた（図２２ （b））。避難する程の危険性が
あるとは思わなかった方が最も多く２９％であっ

１０８ 

（a）浸水被害状況との関係

（b）避難勧告発令との関係

（c）避難の呼びかけとの関係

図２１　被災地域に居住する住民の避難行動（N＝３３）

（a）避難の呼びかけと被害の程度

（b）避難の呼びかけと浸水の原因

図２０　住民への避難の呼びかけ（N＝３３）
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た。次いで，自宅の二階，マンションの上の階に
避難すれば十分だと思った住民が２５％であった。
また，避難する方が危険だと判断した住民が１３％
いた。
　避難した住民（N＝７）にその移動手段を尋ね
た。徒歩が７１％，車が４３％であった。
　住民がどこに避難したか尋ねると（N＝７），指
定避難所に避難したと回答した住民が２９％であっ
た。隣近所の２階や，近隣の建物が４３％，消防
署，公民館が４３％であった。指定避難所が遠方で
あったり，既に浸水していた避難所もあった。
バックアップとして，日頃より，最寄りの避難所
も考えておくことが必要である。
　水害に関する情報をテレビ・ラジオやインター
ネットなどを通して取ったかどうか尋ねたところ
（図２３），６１％の住民が情報を取っていなかった。
その理由は，時間的余裕がなかったことと，停電

等（電気機器の浸水による漏電ブレーカの作動に
起因した停電）が挙げられた。住民の多くが，浸
水が発生して初めて自分自身の置かれた状況を理
解したようだが，情報収集を実行するまでには至
らなかった。
　一方，２７％の住民がテレビ･ラジオから水害に
関する情報を取っていた。テレビは普及率が高

１０９

（a）避難を決断した理由（複数回答N＝７，Nt＝９）

（b）避難しなかった理由（複数回答N＝２４，Nt＝２６）

図２２　避難を決断した理由と避難しなかった理由

図２３　水害情報の取得（複数回答N＝３３，Nt＝３９）
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く，停電がなければ，電源を入れておくことで自
動的に情報が流れてくるため，水害等の情報を得
るのに有効である。
　水害時のハザードマップの利用状況についての
質問では（N＝３３），利用したと回答した人はいな
かった。それを利用しなかったが，知っていた住
民は１８％，知らなかったという住民が７９％もい
た。ここに，調査対象者の居住市町（５市町）の
中で，　２町がハザードマップ未作成であった。そ
こに居住していた調査対象者は１１名であり，３３％
の住民はハザードマップの事を知らない可能性が
あったが，実際はその倍以上の住民が知らなかっ
た。またハザードマップが作成済みで全戸配布が
実施されていた福岡市の住民（１８名）に限ってみ
ても，その内，利用しなかったが，それを知って
いた住民はわずか３名（１７％）で，残りの１５名
（８３％）は知らなかったと回答した。これを他の調
査事例２４-２６） と比較すると，（社）日本損害保険協会
の２００３年調査２４） と同様に最も低い認知の状況で
あった。
　ハザードマップを知っていた人も，実際にどう
使えばよいのか分からない，または役に立たない
という人が多かった。
　行政機関は，ハザードマップの作成・配布のみ
で施策を終了とするのではなく（４章），その意義
や利用方法の周知など住民に対する啓発活動も併
せて実施する必要がある。
　過去の防災訓練の参加状況について尋ねたとこ
ろ（N＝３３），参加したことのある人はわずか２４％
で，７６％の大部分の方々は参加したことがなかっ
た。防災訓練はあるが，水害についての訓練は行
われていない地域が多かった。また，隣近所単位
での防災訓練でなければ意味がないという意見も
あった。
　防災訓練の参加状況を，避難行動や，水害に関
する情報収集実施との関連において調べた。防災
訓練の参加が避難行動に直結するような傾向は見
られなかった。また，防災訓練の参加状況と水害
時の情報収集との関連も調べたが，明瞭な相関は
見られなかった。防災訓練の内容を，水害時の対
応行動に関するものを含めるなど，工夫された，

より具体的なものにする必要がある。
　過去に水害を経験し，かつ地域の繋がりが強い
地域（那珂川町東隈地区）では地域独自の判断で
早めの避難を呼び掛けていた。しかし，過去に水
害の経験があった住民でさえも，事前に車を避難
させたが，その間に道路が浸水し，自宅に帰るこ
とが困難になった例もあった。水害時の状況を的
確に判断するためには，過去の水害体験の知見だ
けでは十分ではないと言える。
　住民の過去の被災経験について尋ねた結果が 
図２４ （a）， （b）である。特に，過去の被災経験と，水
害時の情報収集および避難行動の実施の有無との
関係について調べた。その結果，回答住民の７３％
が自然災害の被災経験があったが，その内，２００９
年水害時に水害情報を取った住民は２１％，情報を
取らなかった住民は５２％であった（図２４ （a））。一
方，回答住民の２７％は被災経験がなかったが，そ
の内，情報を得ていた住民は１８％であった。被災
経験が情報収集の実施に大きく影響を与えたとは
言えないことが分かる。
　また，過去の自然災害の被災経験者の中で，今
回の水害時に避難した住民は１５％，避難しなかっ
た住民は５８％であった（図２４ （b））。一方，被災経

１１０ 

（a）水害に関する情報の収集との関係

（b）避難行動との関係

図２４　自然災害経験の有無（N＝３３）

Q．過去において，水害などの自然災害にあっ
た経験はありますか？
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験のない住民で避難した住民は６％，避難しな
かった住民は１５％であった。従って今回の水害の
場合，過去の被災経験が豪雨時の情報収集や避難
行動に大きく影響したとは言えない。

６．おわりに
　２００９年７月２４日から２６日にかけて，総雨量が最
大６１８mmもの豪雨が福岡都市圏を中心に発生し
た。特に，福岡市内を流れる那珂川，御笠川，
多々良川の上流域および飯塚市において３日間総
雨量５５０mm以上を記録した。豪雨被害は広範囲
に及ぶとともに，数多く発生した。また急激な豪
雨のため水位上昇が早く，災害対応のための時間
は非常に短かった。例えば氾濫が発生した樋井川
では，　７月２４日１７時０９分の大雨洪水警報発令から
ピーク水位まで約２時間半，氾濫注意水位から
ピーク水位まで７０分，氾濫危険水位突破からピー
ク水位までわずか５０分であった。
　これに対応して，被害状況の確認のため，大多
数の市町村が職員を現地に派遣し，被害の確認を
行っていた。一方，多くの市町が，河川水位の氾
濫危険水位突破を避難勧告発令の判断基準のひと
つとしていたが，那珂川や樋井川などでは氾濫危
険水位突破からピーク水位あるいは氾濫までに約
１時間しか余裕がなかった。そのうえに，浸水や
土砂崩れの確認が避難勧告発令のきっかけとなっ
た市町もかなりあった。
　そのため，福岡都市圏流域のかなりの地域にお
いて，災害の進行中に避難勧告発令が集中した。
また，避難勧告の発令があった地区で，避難の呼
びかけを聞かなかった被災住民がかなりいた。ま
た，被災地域の中で，避難勧告等が発令されな
かった地域もあった。避難の呼びかけの伝達手段
としてテレビ，ラジオなどの活用も考える必要が
ある。今回の水害では，床上浸水被害を受けたに
もかかわらず，避難しなかった住民が多くいた。
これは，避難の呼びかけを聞かなかったことがそ
の一因であると考えられる。
　実際に避難した住民の避難行動決断の理由は，
隣近所，区長，消防団，消防署からの呼びかけ
や，家屋や道路の浸水などであった。一方，住民

の避難しなかった理由は，避難する程の危険性を
認識しなかったことや，自宅の二階，マンション
の上の階に避難すれば十分だと思ったことなどで
あった。また，避難する方が危険だと判断した住
民もいた。
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